
Ｉ　経済の活性化

主担当部局（長）名
産業・雇用振興部長　中川 裕介

成
果

奈良労働局と連携して「奈良県社員・シャイン職場
づくり推進企業」の普及活動に努めたことにより、
平成29年度に39企業の登録があり、全体の登録
企業数が178企業となり、目標の160企業（H31年
度）を達成しました。

奈良労働局と連携して普及活動に努めたことによ
り、｢奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業｣登
録企業数は178企業となりました。また、無料職業
紹介所での企業が求める経験や技能を持つ高度
人材の掘り起こしとマッチングにより、就職者数が
平成28年度の31人から平成29年度の39人に増加
するなど、今後の県内雇用の創出に繋がることが
見込まれます。

成
果

目
標

平成31年までに、県内で働く人の1万人増加を目
指します。（H24年：451,000人）

２．戦略目標達成に向けた進捗状況

「奈良県社員・シャイン職場づくり
推進企業」表彰式

１．政策目標達成に向けた進捗状況

戦略目標

①平成31年度までに、職業訓練受講者の就職率を92％まで高めていきます。（H26年度：90％）
②平成31年度までに、求人・求職のマッチング支援を強化し、無料職業紹介所登録者、ジョブカ
フェ登録者の就職率を63％まで高めていきます。（H26年度：48.8％）
③平成31年度までに「奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業」登録企業数を160企業にしま
す。 （H27年度：123企業）

目
標

平成31年度までに「奈良県社員・シャイン職場づく
り推進企業」登録企業数を160企業にします。
（H27年度：123企業）

２ 県内就業の促進

働く意欲を持つすべての人々が、希望する働き方が可能となるしごと環

境の実現を目指し ます。

目指す姿

・企業が求める豊富な経験や技能を持つ高度人材の掘り起こしとマッチングにより、無料職業紹介所における

就職決定者数は、平成24年度の16人から平成29年度の39人に増加しました。

・働きやすい職場づくりや県内事業所の処遇改善のため、11社に対し、事業所ごとの課題の抽出・分析や対

応策と目標・計画の策定、計画実行等への社会保険労務士による支援を行いました。（平成30年度 引き続

き、社会保険労務士による支援を行うとともに、事業所内で自主的に働き方改革を進めるキーパーソンを育

成するワークショップを開催予定）

主な成果
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戦略目標
①平成27年から平成30年までの4年間で、100件の企業立地と、それに伴う1,000人の雇用の場
を創り出します。(H19年からH26年までの8年間：204件、2,086人）

１．政策目標達成に向けた進捗状況

成
果

奈良県における企業立地件数は、積極的な誘致
活動、支援制度の拡充により、平成19年から平成
22年までの4年間に101件、平成23年から平成26
年までの4年間に103件と、それぞれ目標の100件
を達成しました。また、平成27年は25件、平成28
年は32件、平成29年は34件と、3年間で91件の誘
致を実現しました。

２．戦略目標達成に向けた進捗状況

目
標

平成27年から平成30年までの4年間で、100件の
企業立地と、それに伴う1,000人の雇用の場を創
り出します。（平成19年から平成26年までの8年
間：204件、2,086人）

目
標

平成27年から平成30年までの4年間で、100件の
企業立地と、それに伴う1,000人の雇用の場を創り
出します。(H19年からH26年までの8年間：204件、
2,086人）

成
果

戦略的な企業誘致活動、立地補助金等の支援制度
の拡充、雇用の創出に取り組み、平成19年から平成
29年に立地した企業295社のうち、216社への県独自
調査によると、3,918人の雇用が確保できる見込みで
す。
また、市街化調整区域における規制緩和の活用等
による立地促進、ＩＣ周辺における産業用地確保の
検討を行い、市街化調整区域における規制緩和の
活用により、平成29年に立地した34件のうち、8件の
工場立地が実現しました。平成19年からの累計は83
件で、38万3千㎡の工場用地を確保しました。

企業立地の魅力が高まる京奈和・
西名阪自動車道周辺

新たな雇用を創出し、経済を活性化させることで、奈良でくらし、奈良で

働くことができ、投資、雇用、消費が活発に県内で循環する社会を目指

し、企業誘致を推進します。 

目指す姿 

奈良県に
主

１ 産業構造の改革 
２ 企業誘致の推進 
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市街化調整区域における規制緩和を活用した

工場立地面積

単年 累計 

（千㎡） 

企業立地推進課調べ

（年） 

千㎡増
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奈良県における企業立地件数は、積極的な誘致活動、支援制度の拡充により、平成 年から平成 年の

年間に 件、平成 年から平成 年までの 年間に 件と、それぞれ目標の 件を達成しました。また、

平成 年は 件、平成 年は 件、平成 年は 件と、 年間で 件の誘致を実現しました。

主な成果
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